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はじめに
　人類は太古より部族で，家族で，あるいは集団で，天災や戦争の恐怖を逃れ生きる場所と平
穏を求めて移動してきた。この大移動の潮の後に残った沈澱物が地域や国家を形成し，さらに
征服者に捕らえられた奴隷，恐怖に追われた難民，革命のための犠牲者がそれぞれ移住地で文
化の創造に寄与してきた。また他方，様々な社会が異なったペースで発展し，その格差が増大
した現代社会においては，国際的な移住が生存という人間の生きるための至上命令に従って行
われている。世界経済のアンバランスの中で現地球上で約1000万の人々が故郷を後にして先進
工業国へと向かっている。移住労働者とその家族が遭遇する社会的文化的条件も移住の流れ
も，国際的な経済，政治，人口動態の構造から生じている。これらの人々は低賃金でいわゆる
3K労働に従事し，受け入れ国の産業を支えている。合法入国，不法入国，単身入国，家旅入
国を問わず，これらの人々は移住した国に定住してしまうよりも，やがては帰国したい気持ち
が強い。彼らは文化のはざまで法的にまた恣意的な支配に服して生きており，時には差別や失
業の犠牲になっているω。
　国連は1990年12月18日，「全移民労働者とその家族の権利保護に関する国際条約」を採択し
た。同条約は，滞在・就労資格が合法か非合法かを問わず，全ての外国人労働者とその家族の
広範な基本的人権の保護，給与・労働条件や社会保障について現地国民と同等の待遇の付与等
を規定しており，日本の外国人労働者行政にも大きく影響しよう。この条約の29条には，移民
労働者の子どもについては「国籍を取得する権利を持つ」と規定している。欧米などで一般的
な出生地主義にもとつく国籍取得を意味すると解釈されており，日本の法制度と根本的に対立
する。今回採択された条約は派遣国側（開発途上国）の働きかけにより1979年から準備が始ま
っていた。
　本稿では外国人労働者を含む国際移住者の問題を数量的かつ経済的次元からではなく，教育
的かつ文化的次元から問う。
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第1章イギリスにおける国際移住の系譜と構造
　1991年英国における国際移住者は220万8000人で，総人口の5％を越えるのは時間の問題と
言われている。イギリスにおける第2次世界大戦後の国際移住者はつぎの4つのカテゴリーに
大別される。すなわち
1）第2次世界大戦終了直後の東欧からの難民と亡命者
　第2次世界大戦終了後，ソ連支配下の祖国へ帰ることを喜ぽず，英国へ移住を希望したポー
ラソド軍兵土10万人の受け入れ。彼らは第2次世界大戦中にイギリス軍の指揮下で戦い，英国
はこれら兵士に対する道義的責任をもって受け入れた。
2）第2次世界大戦直後，1946－51年にかけて，戦後経済復興による完全雇用と労働者不足の
ため，政府のヨーロッパ志願労働者計画政策により，大量の労働者を中欧および東欧から受け
入れた。これは英国の移住史上初めてのことであり，画期的なことであった。東欧に続いて，
旧植民地であったキプロスやマルタの地中海系の移住者がやってきた。
3）1950－60年には新英連邦の西インド，パキスタンから20万人のカラード移民が大挙して押
し寄せた。彼らは非ヨーロッパ系であり，社会的，経済的，文化的背景の異なるイギリス社会
への期待と適応は他の移住者とは大きく異なっている。カラード移民の3大グループは次のと
おり。
（西インド諸島系）
　大部分英語をはなすキリスト教徒，イギリス志向のサブ・カルチャー圏から来ている。
（パキスタン系移民）
　最も同化しないグループ，彼ら自身の独特な文化的伝統，宗教，言語をもち，内部組織にお
いて強い強制がしかれている。イソド・パキスタン系移民の多くは，貯蓄あるいは技術を取得
するためにイギリスに2～3年留まることを意図している。パキスタン系が最も定住してい
る。
（インド系）西インド系とパキスタン系の中間移住者
4）1950年代以降には・・ンガリー，チリ，インドシナから亡命者や難民が移住した。
5）1950－55年にトルコに内戦がおこり，1960年代初頭にキプロス島のギリシャ系住民とトル
コ系住民が大量に移住してきた。
6）1970年代はじめ，1960年代にアフリカにおける旧イギリス植民地から独立したケニヤ，ウ
ガンダ，ナイジェリア，ガーナ，タンザニアおよび独立したアフリカ諸国のアフリカ化政策の
犠牲となり，追放されたアフリカ系インド人が英国に亡命してきた。英国政府は慌てて68年に
英連邦移民法を改正し，アフリカからの流入を食い止めることを企てた。
7）1980年代には，1980年におこったトルコの軍事クーデターにより多くのトルコ人が経済的，
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政治的理由により英国に移住した。
　イギリスにおける国際移住は，19世紀中盤からのアイルランドの移民に始まり，1880年から
第2次世界大戦まではイタリア人とユダヤ人が主流であった。総体的には1950年代以前の移民
は白人移民であり，以後の移民はカラード移民である。このような系譜により，イギリスは複
合民族国家となった。そして現在なおアイルラソド系移民やカラード移民は人種主i義が根づよ
く残っているイギリス社会へ人種的社会的問題を突きつけ，イギリスは長い歴史の間に山積さ
れた植民地政策，帝国主義政策のつけの清算を迫られている②。
第2章　イギリスにおけるトルコ人移住者と教育，文化
1．　トルコ人社会の形成と構造
　イギリスにおけるトルコ系住民は2つの大きなグループに分けられる。すなわち，キプロス
系トルコ人と量的には把握できないおびただしい数のトルコからの移住者である。最近ではク
ルド系トルコ人（難民，国籍はトルコ）がそれに加わる。彼らは社会的，歴史的，言語的など
多くの点で異なっている。
（形成）
　前述の如く，1950－55年，トルコに国内戦争が起こり，1960年代初頭キプロス島のギリシャ
系住民とトルコ系住民が大量に移住してきた。キプロスは1960年8月に英国から独立したが，
独立後も英国による分割統治政策の影響でギリシャ系住民とトルコ系住民の間に紛争が絶え
ず，多くのキプロス人が英国に逃れた。1960年代におけるトルコ系住民を含むキプロス人の移
住の増加はめざましかった。そのため外国人労働者システムが展開され，1970年代にはドイ
ツ，オラソダで働くトルコ人と同様に，約1年間単身で働いて帰国している。1979－80年家族
同伴が認められ，同化がはじまった。
　トルコ人社会の構成は1974年以後，重要な変化を経験した。3万から6万のトルコからの移
住定住者がこの時期トルコ軍隊と共に英国に到着し，原住民であるトルコ系キプロス人が英
国，オーストラリア，カナダ，アメリカに移住した結果，キプロスの人口は10万以下になっ
た。原住民トルコ系キプロス社会は高いレベルの識字率をもち，大学卒業者数が例外的に多か
った。
　1980年9月，軍事クーデターが起こり，全県下に戒厳令が施行され，1980年代後半多くのト
ルコ人が経済的，政治的理由によりイギリスに移住した。これらの人々は大学卒で，医師，教
師等の知識階級の人々であった。当面の問題は外国人労働者が失業し，政府予算を消費してい
るため，入国法が改正され入国資格問題がおこっていることである。なお1988年頃からクルド
系トルコ難民が移住してきているが，これら難民は帰国させられている。
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（構造）
　ロソドンのトルコ人人口は8万から10万人と言われ，移住者は宗教的規則（冠婚葬祭）拡大
家族における親族関係，集団防衛，食事等の生活規則，経済的理由などにより集住し，コミュ
ニティを形成している。英国における集住地はロンドソ，マンチェスター，バーミンガム，エ
ジンバラ，カーデフであり，ロンドンでコミュニティを形成している主な地区はHackney，
Haringey，　Islington，　Southwarkである。トルコ人といっても，キプロス系トルコ人，本国系ト
ルコ人，クルド系難民の3種がある。
　これら移住者はいわゆる日本の3K，すなわち3DS　DIRTY，　DANGEROUS，　DIFFICULT
あるいは3NS　NOT　HIGH　WAGES，　NOT　ENOUGH　HOLIDAYS，　NOT　IN　THE　GROOVE
の職業についている。その主な職業は紡績産業，保険会社，レストラソ，小売り店，洋服屋，
肉屋，八百屋，パン屋である。情報はドイツで発行されている新聞から得ており，Turkish　Ca・
ble　Televisionがある。
2．　イギリスにおけるトルコ人の適応
（イスラム教文化対キリスト教文化一価値観，習慣の相違）
　イギリスにおけるトルコ人の適応の問題はイスラム教文化対キリスト教文化の問題である。
特に友人関係，男女関係，家族関係における文化の相違は，多くの外国人移住者のイギリス社
会適応の中でトルコ人を最も困難な状況にしている。
　トルコ人のほとんどはイスラム教スソニー派（予言者マホメットの言行を忠実にまもるイス
ラムの正統派）である。キリスト教とイスラム教は単に異なった宗教であるというだけではな
く，相互にきわめて排他的な世界である。ヨーロッパのキリスト教徒が教会へ行き，福音書を
読み，トルコ人がモスクへ行きコーランを信ずるというような単純なことではない。キリスト
教徒によって根本的と目されているいくつかの教義がイスラム教では拒否され，実際上忌み嫌
われている。例えぽキリスト教の神性とか三位一体とかがそれである。三位一体は神の唯一性
一彼らにとって神アッラーの本質的な特質一を曖昧化するものであるからである。人生ま
た他人に対する態度において，キリスト教徒とイスラム教徒の間にはかなりの隔たりがある。
イスラム教徒はキリスト教徒に比べて，共同意識が高く，相互扶助が盛んで，お互いの必要を
よく知っている。同時にイスラム教徒は儀礼と宗規との遵守を非常に重視しており，どの行為
が賞賛に値し，どれが罪深いかということに厳しい注意を払っている。イスラムにおける唯一
の真の権威はコーランである。イスラム教とキリスト教の相違点は多々あるが，なかでも実質
上際だった相違は女性に対する態度である。コーランは一夫多妻だけでなく，男性の優位をは
っきり認めている。男性が今なお最も重視する関係は男の親類とか男同士の関係である。この
ような両性間の隔絶と男性優位の社会は，トルコの男性の女性に対する関係をやや特殊なもの
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にしている。トルコ人の最も重視していることの一つに「アルカダシュルク（同志関係または
友人関係）」がある。この概念は主として男性と男性との関係をさす。男性たるトルコ人はす
べて兵役の義務を有する。「アルカダシュルク」が愛よりも重要なのである。トルコ人の著し
い特徴である。過度ともいえる忠実さはその結果である（3）。そのため女性移住者は社会から隔
絶されて家庭の中に閉じこめられ，孤独な生活を送っている場合が多い。
　これらの文化的相違において，第一世代と移住地で生まれ教育を受けた第二世代とのジェネ
レーショソ・ギャップは深刻である。
（言語問題）
　トルコにおいては非常に多くの言語が用いられている。公用語はイスタンブールで読み，書
き，話されている標準トルコ語である。あらゆる教育的，文化的，政治的，公的コミュニケー
ショソはこの標準トルコ語が用いられ，言語の多様性に対するかなりの不寛容性が存在する。
標準トルコ語は1925年，ムスタファ・ケマル・アタチュルクが，前世紀末からオスマソ的要素
のトルコ語を除去することを目的とした29の文字を考慮しながら，わずかに修正したローマソ
・アルファベットを紹介した言語改革によるものである。1980年の国勢調査によれぽ非識字率
は31．2％である。
　キプロス系トルコ人は伝統的に低い地位に置かれ，しぽしぽ“トルコ人ではないトルコ人”
と言われて排除されてきた。しかし，漸次キプロス系トルコ人は自分自身の相違性の正統性を
明白にしてきている。英国における1974年のトルコ軍隊による興味ある開発は，言語における
活発なレジスタンスであった。これは多くの過去についての歴史研究を盛んにし，トルコ語に
対してキプロス語化を明白にすることを計画した。そして歌，子守歌，キプロス語で書かれた
演劇を上演し，歴史への関心をよみがえらせた。それ以前にはトルコ語は12万人によって話さ
れていた。明確化された地方語も標準イスタソブール，トルコ語と同様にキプPス人は学校制
度，公用語，ラジオ，テレビ，雑誌，新聞を通じて用られている。
第3章　トルコ人社会における教育の役割と展開
複合民族社会における教育は（1）バイリソガル言語学習，（2）複合文化学習，（3）職業訓練，（4）
コミュニティ教育が主流をなす。
1．　バイリンガル言語学習と複合文化学習
1）学校教育と移住者の子ども
　イギリスにおける義務教育は5才一16才であり，国際移住者の子どもも年齢に相応するクラ
スに入ることになっている。国際移住者が多く生活しているHackney地区のHackney　Council
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は，小学校（5才から入学）および幼児学校（Nursery　school，3－4才）の新入学する子ども
の両親に，rHackneyにおける学校へのスタート」という出版物を配布し情報を提供してい
る。国際移住者の子どもは，イギリス人の子どもと同じ公立学校（county　school）と私立学校
（voluntary　school）へ入学できる。私立学校はローマ・カソリック，英国国教会，ユダヤある
いは各宗派の学校である。3－4才の子どもは小学校付属の幼児学校あるいは幼児クラスに入
学することができる。
　Hackneyの教育は，あらゆる子どもに最良の教育を受けさせることを目標とし，次のこと
を重要視している。①すべての民族グループ，男女の別なくあらゆる子どもの平等な能力の開
発，あらゆる教科において比較できる成績結果に到達させ，伝統的な偏見とステレオタイプか
ら自由な選択をさせる。②人種差別主義と性差別主義に反対する。③あらゆる子どもの文化・
言語的背景を自ら認めさせ，評価させる。④文化の間の相互尊重を促進させる。小学校におい
ては特に言語学習のために課外英語クラスを設けている。
　中学校（11－16才）は小学校と同様に公立学校と私立学校がある。特定の学校に入学するた
めの選考はないが，子どもはそれぞれ到達した英語読書能力を提出し，どの読書グループに入
るかを決定させる。最も読書困難なグループはグループ3で，普通に読める子どもはグループ
2，良くできる子どもはグループ1にはいる。小学校における言語問題の影響を受けてトルコ
人の子どもは知識の欠如から，クラスから取り残される場合が多い。いくつかの学校において
は「第2外国語としての英語サポート（English－as　a　second　language　support）」が教室の中で
小人数の落ちこぼれグループに提供されている。宗教教育コースが各種の宗教について検討さ
れ，生涯の精神生活について研究されている。宗教教育を子どもに受けさせたくない両親は書
面で学校長に通知することができる。
　学校文化教育システムの相違から，トルコ人の子どもにとって適応変化は難しい。トルコの
学校では多くの宿題と試験があるが，イギリスの学校では試験がなく，あまり勉強しない。両
親の子どもの学校教育へのかかわり方にも相違がある。イギリスの学校教育では両親と子ども
を含めているが，トルコの子どもの両親は言語問題もあり，学校教育にかかわることが困難で
ある。いくつかの学校ではトルコ人の教師を雇っている。
　16－19才グループの青年のための教育の目的は，学歴と職業資格，より高度な研究，自然的
な発達とカウンセリソグを提供することにある。これは中等学校と継続教育カレッジ，高等教
育カレッジの共同立案により提供されている。Hackneyにおいては義務教育修了後（16才以
上），大多数の生徒がHackney　SiX　Form（大学進学級）である継続教育カレッジや専門カレッ
ジであるHackney　College，　Corfwainers　College　East　London　Collegeの分校で学習する機会があ
る⑤。
　イギリスにはまた人種別，言語別，文化別の学校がある。トルコ学校（Turkish　School）も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一34一
ある。これらの学校は社会から隔絶されないようにコミュニティ教育を行っている。また子ど
もの両親に英語を教えている。
　Hackeny　C・11egeでは，①バイリソガルを話す成人のための雇用訓練（Empl・yment　Training
for　Bilingual　Adults），②バイリソガルを話す成人のための復学学習（Return・t・Study　f・r　Bilin－
gual　Adults），③カレッジ学習における言語サポート（Language　Supp・rt　thr・ughout　the　c・11－
ege）のコースがある。
2．　成人教育と移住者
　Hackeny成人教育施設（Hackeny　Adult　Education　lnstitute）ではベンガル語，中国語，グジ
ャラート語，ウルドウ語，ヘブリュー語，トルコ語，ベトナム語の7力国語で書かれた情報の
提供を行っている。英語に不自由なため学習困難な人々に対しては，彼／彼女が選択したクラ
スにボランティアがいる。他の言語を母国語とする人でイギリスに住んでいる人を対象に多く
の英語学習コースがある。（English　for　spekers　of　other　languages，　ESOL）またこれと連繋した
難民プログラム，言語学習を援助する英語コンピューター・クラス，オフィス技術のための英
語，コソピ＝一ター英語，女性の新方向を得るためのクラス，失業学生のための英語のクラス
などがある。託児施設も用意されている。
3．　コミュニティ教育
　1980年代から英国を中心とした欧州ではコミュニティにおける地域社会と教育の結合，生活
のリアリティに根ざす教育活動の原理による社会的に不利益な階層を主たる対象に，地域社会
の種々の問題の解決，開発，環境づくりのためにコミュニティ教育が盛んに行われている。
　Hackneyの「クルドートルコ・コミュニティ・センター（Kurd　and　turkish　Community　Cen・
tre）」はそのための総合施設である。会員は3，000人，会費が1ヵ月に2ポソド，運営委員は12
人（うち女性5人，男性7人）である。このセンターには情報コーナー，小劇場，フォークダ
ンス教室，写真現像所，トルコ料理レストラソ兼話の広場，カウンセリソグ室，学習室などが
あり，トルコ人のたまり場となっている。夏休みには「子どものための夏季学校」が開かれる。
4．　トルコ教育ゲループ（The　Turkish　Education　Group，　TEG）の活動
　このグループは現在は解散しているが，イギリス社会における人種差別の中で生活する矛盾
と痛みを持つ若いトルコ女性グループがそれに挑戦するために1982年につくったものであっ
た。目に見えない社会的，政治的，感悟的問題を掘り起こし，人種差別と性差別をなくすため
の活動を行った。このグループはカウソセリソグとサポート・システム，第二世代のトルコ語
教室と文化活動を行った。その主な事業は青少年計画（Youth　Pr（）ject），女性計画（Women
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Proj　ect），教育計画（Educational　Training　Project），トルコ語・バイリンガル保育所（Tur－
kish　Bi－1ingual　Nursery），と学校経営であった。
　女性計画はトルコ居住地区のHackney，　Islington，　Haringeyの3ヵ所でおこなわれ，トルコ
女性高齢老，女性と識字，英語学習，健康サポート（トルコ社会では処女が重要，避妊）の問
題を事業としていた。
　青年計画（14－22才対象）はロソドソにおいて最も成功している計画であった。彼らはカリ
ブ，ギリシャ，イギリスの友人とともに彼ら自身で事業を運営した。とくに女子青年がリーダ
ーシップをとれるように配慮し，まず第一に女性を事業の中心とする方針をとった。トルコ語
バイリンガル保育所は，1985年にトルコ人社会ではじめて開設されたもので，バイリソガルを
基礎に5才以下の幼児を対象としていた。また多くの学校において母国語クラスを運営し，バ
イリソガル・サポートを行っていた。
　それと同時に移住，国外追放，家庭の仕事，人種差別主義についても慎重に教材を提供して
いた。
　教育訓練計画（Educational　Training　Project）は4ヵ年計画で，将来この分野の社会サービ
ス等の仕事を得るための働く女性の訓練を目的とし，トルコ語のできる人のみを対象とした。
その他ヨーロッパにおけるトルコ系住民からの情報の入手，他の団体との連携，とくに黒人女
性との連携をはかっていた（8）。
5．教育政策
　政府は地方教育局（LEA）を中心に漸次教育政策に乗り出している。例えぽつぎのような
政策である。（1）トルコ人の教育をうけた者，英語のできる者を小学校，中等学校，継続教育の
教師として雇用，（2）小学校，中学校，継続教育についてのトルコ語による情報冊子（lnforma・
tion　Booklets　in　Turkish）の作成，（3）トルコ人の地方教育局への雇用，（4）コミュニティ・セソ
ターに働く人の給料の政府および地方教育局の負担。
6．今後の課題
1）バイリンガル学習については保育所からの学習が最も効果的である。トルコ語のできる英
国人がトルコ語を教え，英語のできるトルコ人が英語を教える。これが情緒的にもほんとうの
バイリンガルの出来る子どもをつくる。
2）複合文化・言語学習においては家庭教育と学校教育との連携は極めて重要である。日常的
に子どもに接する機会の多い国際的移住における女性の役割は大きい。まず①学校システム
との間のギャップをなくす。②トルコ人の家族はトルコの文化の価値観を基準として生活し，
子どもは出身国と移住国と2つの世界を持つ。子どものこの2つの世界との葛藤について，両
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親は相互文化（Interculture）を念頭においていない。イスラム教にもとずく閉鎖されたトル
コ家庭における性差別および性別役割の柔軟化は家庭教育の役割である。③子どもの教育につ
いては，学校においてイギリスの母親と同等に発言し，意見を述べるようにする。
3）CGS試験受験等に対して，言語の壁をもつ子どもに対する援助がイギリスの子どもと同様
に受けられるようにする。
4）トルコ人の教師はトルコ人のキズ薬である。教育の多くの分野でトルコ人を雇用する。
第4章ユネスコ，OECDおよびECの国際移住者へのアプローチ
（ユネスコ）
　国際移住の現象にユネスコが注目してからすでに久しく，1949年に文化的同化や移住労働者
とその家族の教育の問題出身国への帰還と再適応等に関する調査を行った。1972年の第17回
総会で採択された決議第1142号は，移住労働者とその子どものための具体的な行動計画を開始
するよう要請した。この決議のもとに行われた活動として，移住の様々な次元における研究，
その結果の広範な広報，加盟諸国の注意を喚起する勧告を出すための専門会議を開催した。
　1974年第18回ユネスコ総会は「国際理解，国際協力，国際平和，並びに人権，基本的自由の
教育に関する勧告」を採択し，7項目にわたる指導原則のうち国際移住者にかかわるものとし
て，（1）国内の小数民族と国内の他国民の文化を含め，世界の全ての民族とその文化・文明・価
値と生活様式に対する理解と尊敬，（2）諸民族および諸国民の間に世界的な相互依存関係が増大
していることの認識（3）他の人々とコミュニケートする能力を明記し，難民の権利を含む人権
の行使と遵守を確保する行動，人種主義とその根絶，種々の形態の差別に対する闘いを主要問
題として挙げている。
　また，その2年後の1976年の第19回ユネスコ総会は「成人教育の発展に関する勧告」を採択
し，特に社会の底辺にいる人々の解放に力点を置き，成人教育の目的を（1）構造的暴力を除き，
平和な社会をつくる学習と，（2）差別の社会的構造をなくし，社会的に不利な立場におかれてい
る人々に成人教育と地域開発事業への参加を進める政策の促進におき，移民労働者，難民教育
について次のことを勧告している。すなわち（1）移住国の言語や一般知識を学ぶだけでなく，
出身国へ帰っても再同化できるよう母国語を学習する。（2）出身国の文化，社会変化に接触を持
ち続けるようにする。複合文化教育（Multicultural　Education）。この総会では，また異文化問
題も討議され，以前は比較文化（Cross－cultural）という用語が用いられていたが，これは知的
満足を与えるのみで問題の中核ではない。異文化間教育（Education　for　Mutual　Understand－
ing）は，比較文化よりも柔軟性のある言葉で，国際理解の過程を助けるものであるとの見解
であった。
一37一
　1978年の第20回ユネスコ総会では異文化間教育を採択し，各民族の国家，地域の文化アイデ
ンティティに対する理解，異文化間研究，異文化間コミュニケーションに国際理解と平和の視
点から関心が寄せられた。
　1985年3月の第4回国際成人教育会議では「学習する権利宣言」を採択し，学習する権利は
未来に備えて貯えられる文化的贅沢品ではなく，人間性の存続に不可欠な道具である。もしも
世界の人々が食糧の生産や人間として欠かせない基本的なニーズを充足することを望めぽ，彼
らは学習する権利を持たなけれぽならない，と述べている。学習する権利は国際移住者の人間
としての生きるための権利と道具であり，地球的規模で国際的移住者が増大する現在，かつて
以上の人間性に対する重要な挑戦であると言うことができる。
　こうした活動の大きな方向は，移住を単に労働問題としてではなく，複雑な次元の社会的，
文化的，政治的過程として見なけれぽならないということである。その目標は，各国に対して
政治的，文化的領域で適切な政策を実施し，移住者の為の憲章の規定を促すことである。こう
した憲章は地元住民と移住民の平等の処遇を原則とし，特別な分野，例えぽ言語と技能訓練等
を特に明確にすることが適切であることを認め，権利としての個人と集団の文化的アイデンテ
ィティ形成と保護が重要であることを認めることである。1985年頃のユネスコの事業活動は移
住民の教育と訓練，および移住した国の社会構造に，とりわけ人種的な関係に国際移住者が与
える影響に焦点をあてている。
　日常生活で移住労働者が一般に経験するものは文化的疎外と孤立，愛憎相反の感情と排斥で
ある。それが移住労働者を全体的を遮断された相反する社会的存在に追い込む。労働移住者は
その結果，自分の出生国でもなければ，労働している国でもない，無人の場所におかれること
になる。彼らの日常生活は一般に二極を中心に営まれる。この文化的二極化現象は，移住者が
徐々に自主的に2つの言語を習得することに現れる。すなわち，家族や友人の間で個人的に使
用する母国語（情緒言語）と働いている国の専門的な行政言語（支配権力言語）である。この
言語的二分化と相互に関連して日常生活は2つの断絶した世界，すなわち仕事の世界と文化的
な隔離地区の世界に分裂する。女性移住者は，さらに性差別が移住老として疎外を軟げらるど
ころか，むしろ克服しなければならない文化的適応問題を一段と悪化させる傾向にある。女性
移住労働者の生産機能と子どもを産み育てる生殖機能の働きが，働く国での経験の核心要素を
なしている。これは家族内と労働世界におけるアイデンティティと地位と文化的適応に移住が
与える影響を評価する場合，見落とせないものである。
（欧州評議会，EC）
　1980年に始まった欧州評議会の文化協力評議会（Council　for　Cultural　Cooperation，　CDCC）
の第7計画「移住者の教育と文化的開発（CDCC’s　Pr（）j　ect　No．7‘‘The　education　and
culturaldevelopment　of　migrants”）」は1983年1月ストラスブルグで「西暦2000年をめざして変
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動する社会一複合文化ヨーロッパにおける移住文化会議（Colloquy　on‘‘Migrant　Culture　in　a
changing　society　Multicultural　Europe　by　the　year　2000”」を開催し，この問題へのアプローチと
して「相互文化主義（lnterculturalism）」を提唱した。
　相互文化主義は社会的選択（social　option）であり，それは移住者の子どもの教育を教育の
領域のみならず，平等の機会と文化発展の教育的目的に到達する最も適する方法であると思わ
れる「相互文化主義教育（lntercultural　education）」の内容・領域に移住者を関係させること
である。相互文化主義は，移住が移住者のみならず，受け入れ国と出身国の双方における社会
全体に関わるものである。それは互いに挑戦する文化間の出会いであるが，その中において文
化の他の様式の受容を提供し，各々は他の価値観との遭遇によって豊かに高められる。相互文
化アプローチは相互交流，相互依存の今日および将来のヨーロッパのニーズに合致することの
できる唯一のアプローチである。欧州評議会が用いてきた“複合文化（Multicultural）”は現
象を記述することに役立ったが，“相互文化（lntercultura1）”は行動へのアプローチを意味す
る。それはわれわれの社会と構成の様々な要素間の相互作用を主張する。参考の点のみでな
く，方法，展望をも主張している（10）。
（OECD）
　1982－86年にOECDの教育研究革新センター（Centre　for　Educationa1　Research　and　lnnova－
tion，　CERI）は，新しいライフスタイルと社会組織形態の文化的，言語的変化によってもたら
される教育システムの分析を使命とする「教育，文化，言語的プルーリアズム」計画を実施し
た。その文化的，言語的マイノリティ・グループの提起している教育問題は教育システムに対
する挑戦を示していた。それは政治的，文化的，社会的機能が19世紀に生じた国家的統合と民
主的システムの社会的結合が噛み合わさった国における教育の政治が不調和に並存しており，
マイノリティーの教育問題とその国家的統合と民主的システムの間に両立しえない問題がある
ということであった。すなわち複合民族国家，国家対文化対立，文化政策の意味等である。
第5章　複合文化・言語社会は日本にどんな問題を提起しているのか
　　　　　一日本の外国人労働者を含む国際移住者に対するビジョソー
　1990年代，日本に確実に多民族共住の複合文化・言語社会が到来した。1991年6月の登録外
国人総数は114万2144人で，過去最高，日本総人口の0．87％を占める。しかし現実にはこれに
20万とも30万人とも言われる不法入国労働者が加わる。そのうち83％はアジア系外国人で主流
は韓国・朝鮮人（63％），中国人（17％）であるが，1989年6月の出入国管理法改正により，こ
とに日系ブラジル（8，8201人），ペルー（1，7350人）人の2世，3世の子どもをつれた家族ぐ
るみの労働者が急増し，地方自治体や教育の現場で混乱を巻き起こしている。また戦前から定
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住している在日朝鮮・韓国人の三世，1978年から日本定住が認められたベトナムやカンボジア
難民と，アジアからの農村花嫁やその子ども達は2つの文化のはざまで自己アイデンティティ
確立の問題を提起している。この複合文化・言語社会への対応は急激であったがため，現在政
策がうち打されつつあるのが現状である。
　このような状況において，取り上げられるべき基本はECが提案する「相互文化主義」，す
なわち移住者のみならず，受入れ国の住民も互いの言語・文化を相互学習し，全体として平等
の機会と文化の発展にかかわるアプローチであると考える。これは相互の文化・価値観の接触
と理解によりさらに豊かに高められる。現在ドイツにおける言語・文化学習はこの「相互文化
教育（Intercultural　Education）」をもとに成人教育センター（Volkshochschule，　VHS）などで
進められている。長年日本で行われてきた国際理解教育も現代の状況の変化に対応し，この
Interculturalismにもとつく国際教育へと脱皮する必要があろう。
　複合言語学習において小学校等の学校教育の現場において，すでに国際理解教育室などを設
置し，取り組みが始まっているが，バイリンガルの最も効果的な学習は幼稚園，保育所での学
習であり，しかも家族ぐるみの，なかでも母親の積極的な参加が望ましいことを英国，ドイツ
の経験が示している。学校教育におけるバイリンガル・サポートをどうするかが，第一の緊急
課題である。
　日本人の子どもに対しても，共に学んでいる移住者の子どもの言語を相互に学ばせる必要が
ある。外国語の学習・運用能力は教師よりも子どもの方が優れているかも知れない。
　複合文化学習について，外国人労働者とその家族，日本人も共に相互の文化，特に価値観，
生きざまを学ぶことがもとめられる。フィリピンからの労働者や移住老については，キリスト
教文化対儒教を基盤とした日本文化，イラソからの労働者についてはイスラム教対日本文化の
問題がある。これら相互の価値観，文化は接触により変容する可能性もありうるが，現在にお
いては異質のまま互いに共存しなけれぽならないであろう。外国人労働者とその家族は帰国の
可能性もありうるのである。これらの学習は学校および地域社会における公民館，文化センタ
ー等を拠点として，生涯学習の形態で行われることが期待される。現在の公民館の行っている
国際理解学習は現代のこの国際化には対応していない。
　外国人労働者については，労働基準法が日本人と同様に適応されているが，その多くは高
卒，大学卒であり，比較的学歴は高いが未熟練労働者とされている。ILO条約の同一労働，
同一賃金の原則の遵守は当然のことながら，ECのヨーロッパ職業訓練開発センター（Europe－
an　Centre　for　Development　of　Vocational　Training，　CEDEFOP）のEC諸国内における国際基準
職業資格の研究開発は参考となろう。
　明治維新に始まる，西欧文化摂取による脱亜欧入の近代化政策は，日本人の意識にアジア人
とアングロサクソソ人との間の人種的偏見を根深く残している。この日本人の島国的国際感覚
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と人種的偏見の打破がまず問われよう。現代の国際秩序は人権を基調に，人種差別と性差別を
排除した地球村における共生思想における富，情報，知識技術の分かちあい（sharing）の方
向にある。外国人と居住レベルで共に生きるためには，まず日本人と外国人の日常生活におけ
る一元化がもとめられる。外国人労働者は単なる労働力の提供老ではなく，われわれと同じ家
族をもった人間なのである。
　日本はユーラシア大陸に沿って広がる小さな島国であり，この地理的位置と徳川300年にわ
たる鎖国政策が日本固有の固い文化的，社会的アイデンティティを形成してきた。現代におけ
る異民族と日常生活レベルで生活を共にし生きなけれぽならない複合文化・言語社会への適応
は，複合文化の経験のない日本にとって，諸外国の中で最も困難な国の一つであると言われて
いる。
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